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平 成 １ ９ 年 ３ 月 ２ ９ 日

都道府県

各 指定都市 民生主管部(局)長殿

中 核 市

厚生労働省社会・援護局保護課長

介護扶助と障害者自立支援法に基づく自立支援給付との適用関係等について

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という ）による介護扶助。

と障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）に基づく自立支援給付との適用

関係及び生活扶助の障害者加算他人介護料（以下「他人介護料」という ）の取扱。

、 、 、 、いについて 下記のとおり整理したので 了知の上 管内実施機関に対して周知し

保護の実施に遺漏なきを期されたい。

なお、本通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の９第１項及

び第３項の規定に基づく処理基準とするものであること。本通知の施行に伴い 「介、

護扶助と障害者施策との適用関係等について （平成１２年３月３１日社援第１８」

号厚生省社会・援護局保護課長通知）は廃止する。

記

第１ 介護扶助と自立支援給付との適用関係

１ 介護保険の被保険者に係る介護扶助と自立支援給付との適用関係

介護保険の被保険者に係る介護扶助（法第１５条の２第１項に規定する居宅

介護（居宅療養管理指導、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介

護及び地域密着型特定施設入居者生活介護を除く ）及び法第１５条の２第１。

項第５号に規定する介護予防（介護予防居宅療養管理指導、介護予防特定施設

入居者生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護を除く ）に係るもの。

に限る。以下同じ ）と自立支援給付のうち介護給付費等（障害者自立支援法。

第１９条第１項に規定する介護給付費等をいう。以下同じ ）との適用関係に。



ついては、障害者自立支援法第７条の規定及び「障害者自立支援法に基づく自

立支援給付と介護保険制度との適用関係等について （平成１９年３月２８日」

障企発第０３２８００２号・障障発第０３２８００２号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部企画課長、障害福祉課長連名通知）の規定に基づく介護保険

給付と介護給付費等との適用関係と同様、介護保険給付及び介護扶助が介護給

付費等に優先するものであること。

ただし、介護保険制度における居宅介護サービスのうち訪問看護、訪問リハ

ビリテーション及び通所リハビリテーション（医療機関により行われるものに

限る ）並びに介護予防サービスのうち、介護予防訪問看護、介護予防訪問リ。

ハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーション（医療機関により行わ

れるものに限る ）に係るものの自己負担相当額については、自立支援医療（更。

生医療）の給付を受けることができる場合には、自立支援医療（更生医療）が

介護扶助に優先して給付されることとなるので留意すること。

２ ４０歳以上６５歳未満の医療保険未加入者であって、介護保険法施行令（平

成１０年政令第４１２号）第２条各号の特定疾病により要介護又は要支援の状

態にある被保護者（以下「被保険者以外の者」という ）に係る介護扶助と介。

護給付費等及び障害者自立支援法による地域生活支援事業の一環として実施さ

れる訪問入浴サービス事業（以下「訪問入浴サービス事業」という ）との適。

用関係

(１) 基本的な考え方

被保険者以外の者に係る介護扶助と介護給付費等及び訪問入浴サービス事

業との適用関係については、生活保護制度における補足性の原理により、介

護給付費等及び訪問入浴サービス事業が介護扶助に優先されるものであるこ

と。

したがって、介護扶助の給付は、要介護（要支援）状態に応じた介護サー

ビスに係る支給限度基準額（以下「支給限度額」という ）を限度として、。

介護給付費等及び訪問入浴サービス事業で賄うことができない不足分につい

て行うものであること。

(２) 介護給付費等の受給及び訪問入浴サービス事業の利用が可能な者に係る介

護扶助給付上限額の算定について

ア 被保険者以外の者であって、介護給付費等の受給及び訪問入浴サービス事

業の利用が可能な者から介護扶助の申請があった場合、介護給付費等の受給

状況及び訪問入浴サービス事業の利用状況を確認するとともに、サービスの

利用に係る申請が行われていない場合については、利用申請を行うよう指導

すること。

イ 介護給付費等の支給決定を受けて利用する障害福祉サービスについて、

①相当するサービスが介護保険給付により利用可能なものであるか、



②障害者固有のサービス等であるか

、 、について 市町村の介護給付費等の支給決定事務担当部署等と連携した上で

把握すること。

ウ 当該者に係る支給限度額から、次に掲げる各号の合計額を控除した額を、

介護扶助の給付上限額とすること。

①上記イの①に該当するサービスに係る介護給付費等の額

②訪問入浴サービス事業を利用した場合は、それぞれ以下に掲げる額

要介護者 １回当たり 円12,500
要支援者 １回当たり 円8,540

（３）介護扶助の決定にあたっての留意事項

ア 上記（２）により算定した給付上限額の範囲において介護扶助の申請が

、 、行われた場合であっても 介護扶助として申請のあったサービスについて

介護給付費等により利用が可能と判断される場合には、介護給付費等の支

給決定事務担当及び居宅介護支援事業者等との調整を行った上で、介護給

付費等の活用を図ること。

イ 常時介護を要し、その介護の必要性が著しく高い障害者などに係る介護

扶助の決定にあたり、上記（２）のウの算定方法によっては、介護給付費

等の対象とならない訪問看護等について、必要なサービス量が確保できな

いと認められる場合については、上記（２）のウの算定方法によらず、介

護扶助の支給限度額の範囲内を上限として、必要最小限度のサービスにつ

いて介護扶助により給付を行って差し支えないこと。

３ 介護扶助による福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与と障害者自立支援法

による補装具費支給制度及び地域生活支援事業における日常生活用具給付等事

業との適用関係について

被保険者以外の者に係る福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与と補装具費

及び日常生活用具給付等事業の適用関係については、２の（１）の取扱いと同

様、補装具費支給制度及び日常生活用具給付事業が介護扶助に優先されるもの

であること。

第２ 他人介護料の算定の考え方について

１ 基本的取扱い

他人介護料の算定は、在宅の被保護者が、介護保険給付、介護扶助及び介護

給付費等によるサービスを利用可能限度まで利用し、それでもなお、介護需要

が満たされない場合において、家族以外の者から介護を受けることを支援する

ために行うものであること。



そのため、次のいずれかに該当する場合には、他人介護料を算定してはなら

ないこと。

（１）要介護認定、障害程度区分の認定を受けていない場合

（２）上記の認定は受けているが、介護保険給付、介護扶助、介護給付費等に

より活用可能なサービスを最大限利用していない場合

２ 夜間の取扱いについて

夜間（早朝、深夜を含む。以下同じ ）における他人介護料の取扱いについて。

は、夜間対応型訪問介護など、介護保険給付又は介護給付費等により夜間におけ

るサービスが提供されている地域においては、当該サービスの活用を図るものと

し、当該サービスの利用により夜間の介護需要を満たすことができると認められ

る場合には、算定を行わないこと。


